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ボウルディング
『経済政策原理』の体系と
基本的目標の位置づけ
＿ボウルディングの基本的目標についての再考察(2)-
守 谷 基 明
1 
K. E. ボウルディングは今日，かれ自身の言葉をそのまま借りれば，「純粋
経済学者から非常に不純な経済学者ないしはむしろ社会哲学者への転換1)」を
とげた偉大な学際マンもしくは未来学者もしくは文明批評家として一般には受
けとられている。そしてこうした評価に答えるべくかれ自身， 最近では， 「経
済学という出発点から，他の社会諸科学へ眼を向けること，とりわけ倫理学へ
の関心の移行，端的にいえば＜経済学を超えて>2)」に精力的に努めている。
その結果，かれの研究活動は，『経済学を超えて』 (1968) のクイトルが， そし
て『科学としての経済学』 (1970)における目次が如実に示すように，たんに経
済学プロバーにとどまらず，それを超えて異領域間学問分野を総合せる一般シ
ステム理論構築への運動にまで及んでいるのである。これまでに，ボウルディ
1) K. E. Boulding, Beyond Economics, 1968, p.v. 公文俊平訳『経済学を超えて』
(1970)竹内書店， iペー ジ。 K.E.Boulding, Introduction in Kenneth E. Boulding 
Collected Papers vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, p. xi. 
2) K. E. Boulding, Introduction in Kenneth E. Boulding Collected Papers, vol. 2 
ed. by F. R. Glahe, 1971. p. vii. 
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ングが関心を示したテーマについて，かれ自身が整理したものを掲げれば次の
とおりである。 (1)ポヒ°ュレーションの理論および加工品のポビュレーションな
いし資本のポヒ゜ュレーションの動学への，その適用， (2)ストックとフローの関
係， (3)企業の理論，ないし，より一般的には単一の社会組織の理論， (4)より技
．術的な意味での価格の理論， (5)経済的，社会的動学理論の展開， (6)政策問題， 3)
(7)<経済学を超えて>,(8)贈与経済。 4)これらのテーマのうち，政策体系およ
びそのなかでの基本的目標の位置づけに，さらにはそれらの再構策の問題にと
くに関連のあるものは(2),(5), (6), (7), (8)のテーマであろう。
また1958年の「経済政策原理」 （以下，『原理」と称することにする。）以前にお
いて，ボウルディングに，異端的な方向でのアプローチの多元化と，政策論の
一般化への指向を断片的かつ模索の段階ではあるが，芽生えさせた理論的潮流
は次の 4つに大別されるであろう。 (1)人間福祉ないしは経済的厚生の真の尺度
を，資本ストック （物的ストックと同様，精神的ストックも含む。）の享受もしくは
使用とする捉え方。 5)(2)統合への衝動，さらには一般システム論的アプローチ
によるインタ ・アィシプリナリーな実践的一般理論の構築の試み。 6)(3)ケイ
3) K. E. Boulding, Introduction in Kenneth E. Boulding Collected Papers, vol. 
1 ed. by F. R. Glahe, 1971, pp. ix-x. 
4) K. E. Boulding, Introduction in Kenneth E. Boulding Collected Papers, vol. 2 
ed. by F. R. Glahe, 1971, p. vii. 
5) Cf. K. E. Boulding, Income or Welfare?, 1949-50 in Kenneth E. Boulding 
Collected Papers, vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, pp. 267-268, 271-273. Cf. K. E. 
Boulding, The Economics of the Coming Spaceship Earth, 1966 in Beyond 
Economics, 1968, pp.282-283. 公文俊平訳『経済学を超えて」 (1970)竹内書店， 279-
280,284ベージ参照。
6) Cf. K. E. Boulding, A Reconstruction of Economics, 1950, pp. vii-viii, ix. Cf. 
K. E. Boulding, A Conceptual Framework for Social Science, 1952, and Gen-
eral Systems Theory-The Skeleton of Science, 1953 in Beyond Economics, 
1968, pp. 59, 62-63, 84, 87. 公文俊平訳『経済学を超えて」 (1970)竹内書店， 63,66-
67,86,89-90ページ参照。
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ンズ理論，限界生産力理論，等，正統派経済学に対する不満7), さらには社会
科学，倫理学，心理学，サイバネティックス，組織理論，等を吸収・総合し
た， いわゆる新制度派 (neo-institutionalism)的アプローチ8)。 (4)厚生経済学
的視点からの，倫理問題に関する関心の高まりと，パレート最適と一般厚生関
数の総合への挑戦。 9)
本小論の目的は，『原理」 (1958)の体系およびそのなかでの基本的目標が，
ボウルディングの経済政策論の一般化の展開過程に占める意義ないし位置づけ
と問題点を摘出することにある。ニュー・ディールでの 3R (Relief, Reform, 
Recovery) 政策を境として， アメリカにおける政策実現は，「経済的自由の維
持」だけを共通の「切実な願望」 ("desideratum")とする＜単一の政策目標＞
および政府の私企業規制を経済政策のほとんどすべての領域10) とする<-元
的経済政策＞は，多様化せる共通の「切実な願望」 (desiderata)すなわち＜多
元的政策目標＞およびその実現のため非経済的領域にまでわたる質量両面の変
化を伴った＜多元的経済政策11)>, さらには，それらの政策について， 政策
7)ボウルディングのケインズ理論に対する不満は，交換ないし支払のプロセスと生産，
消費，所得，支出のプロセスとの混同と，雇用理論に相応せるマクロ的分配論の欠除
であり，限界生産力理論に対する不満は，それが厳密にはミクロ的レベルでしか妥当
しないことである。 (K.E.Boulding, A Reconstruction of Economics, 1950, pp. 
IX-X.) 
8) Cf. K. E. Boulding, A New Look at Institutionalism, 1957 in Kenneth E. 
Boulding Collected Papers, vol. 2 ed. by F. R. Glahe, 1971, pp. 96-100. 山田雄
三訳「制度派経済学に対する新考察」久武雅夫編『現代の経済学2:展望Il経済政策
の諸問題」 (1963)東洋経済新報社， 14-20ペー ジ参照。
9) Cf. K. E. Boulding, Welfare Economics, 1952 in Kenneth E. Boulding Collected 
Papers, vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, p. 380. Cf. K. E. Boulding, Some Con-
tributions of Economics to the General Theory of Value, 1956 in Kenneth 
E. Boulding Collected Papers, vol. 2 ed. by F. R. Glahe, 1971, pp. 9-10, 13. Cf. 
K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed., 1955, p. 714. 大石・宇野監訳『近代
経済学下」第3版 (1964)丸善， 741-742ペー ジ参照。
10) D. S. Watson, Economic Policy-Business and Government, 1960, p. 5. 
11)ニュー・ディールのなかで， たとえば NIRAとAAAは，所得分配の効果にかん
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作成者がこれまでの問題別特殊経済政策12)のままではなく，整合性，実効性，
明示性および統合性を高めていこうとする＜一般経済政策ls)>("general eco-
nomic policy")へと変革したが，こうした政策現実の質的，構造的変革に対し
て， 1950年代以降のアメリカ経済政策論の展開14) は，これらの政策現実とし
し，相殺作用を示すなど，政策間の不整合性および実効性の乏しさが目立つ。だが当
時の政策作成者にとっての大きな関心事は，あらゆる利益団体からの「切実な願望」
で充たされた， どちらかといえば， 3Rで象徴される福祉志向型の多元的目標の同時
達成ということであった。
12)当時のアメリカにおいては，たとえば，反独占政策，戦時経済政策など。
13)アメリカにおいて始めて一般経済政策 (generaleconomic policy)なる用語が経済
政策関係の学術書に登湯したのは，筆者の知るかぎり，後にも先にも D.S.ワトソン
の大著， EconomicPolicy• Business and Government, 1960である。 だがその定
義の意味するところは， 1950年代までの政策現実にあまりに捉われているため， 「安
定，成長，・社会福祉の諸政策が，あいまいさを残しながらどうにか調整された合成物
」にすぎず，また「連邦予算政策の基準」と同義語的に狭義に扱っているなど，内容
の面では，欠けるところが多々あるようである。 (Cf.D.S. Watson, Economic Pol-
、 icy• Business and Government, 1960, pp. 774-775.) 
14)多元的基本的目標ないし目的の設定もしくは提案にかんし，ボウルディングを除く他
の経済学者たちのそれぞれの労作を，いま刊行順に列挙すれば次のごとくである。
Solomon Fabricant, The Trend of Government Activity in the United States 
Since 1900, 1952. 
R.A. Dahl & C.E. Lindblom, Politics, Economics, and Welfare, 1953. 
磯部浩一抄訳「政治・経済・厚生」 (1961)東洋経済新報社。
M.F. Millikan, Introduction: The Problem and the Issues, Objectives for 
Economic Policy in a Democracy in Income Stabilization for a Dゅelopjng
Democracy ed. by M. F. Millikan, 1953. 
Arthur Smithies, Economic Welfare and Policy in Economics and Public 
Policy: Brookings Lectures, 1954, 1955. 
George Stigler, The・Goals of Economic Policy in Journal of Business, vol. 
31, no. 3, 1958. 
D. S. Watson, Economic Policy• Business and Government, 1960. 
B. M. Gross, The State of the Nation, 1966. 酒井正三郎訳『社会システム論J
(1969)同文館。
T. C. Koopmans & J. M. Montias, On the Description and Comparison of 
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ての一般経済政策を研究対象としながら，整合性，実効性，明示性および統合
性の最適な組み合わせを可能とする多元的基本的目標の設定もしくは提案を軸
とした理論的体系化を試みることにより，そこから，あるべき一般経済政策の
提案を模索しているともいえる。最近のアメリカにおける，このような経済政
策論構築の動きは，端的にいうなら実践性と客観性の整合的なバランスを指向
する経済政策論という意味で，一般経済政策論 (generaltheory of economic 
policy)と呼称しておこう。もとよりそれは，ドイツ語圏における一般経済政策
論15)(Theorie der allgemeinen Wirtschaftspolitik)とは，その経済哲学，経済
学上のアプローチおよびインター・ディシプリナリー・アプローチさらには一
般システム論的アプローチなどの是非ないし程度，等において，かなり異質の
ものといえる。こうしたアメリカ型の一般経済政策論の視点からすれば，ボウ
ルディングの経済政策論の体系と基本的目標の位置づけは，たんに『原理』に
とどまらず，むしろ『原理』以降の新たな展開に重点をおいたボウルディンの
今日にいたるまでの全政策体系のなかで捉えられるべき性格のものであグろう
が，これについては， KansaiUniversity, Review of Economics and Business, 
vol. 2, no. l, 1973に投稿の筆者の論文（英文） On Prof. Boulding's Primary 
Objectives of Economic Policy-Development and It's Meanings.16)を
Economic Systems in Comparison of Economic Systems ed. Alexander 
Eckstein, 1971. 
このうちアーサー・スミッシーズの経済的目標 (economicobjectives) および D.
s. ワトソンの基本的目的 (primaryends)の一部については，守谷基明「アメリカ
における最近の経済政策論の展開について」『関西大学経済論集」第15巻第2号(1965
年6月），参照。
15)野尻武敏著「一般経済政策論』 (1965)有斐閣および同著「経済政策原理」 (1973)晃
洋書房，参照。
16)本論文の展開のなかで，筆者の論文（英文） On Prof. Boulding's Primary Objec-
tives of .Economic Policy-Development and it's Meanings in Kansai University 
Review of Economics and Bus切es,vol. 2, no. 1, Dec. 1973. での論述と一部，
重複するところがあることをお断わりしておく。
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参照されたい。この論文では「原理』以降における政策体系の再編成およびそ
れに関連しての基本的目標再構築の動きがでてこざるをえなくさせた論拠と，
それらの方向性を示唆するところまでで，とどめておこう。
2 
ボウルディングの『原理』の構成は， その「序文」をみるかぎり， 「第 1の
部分（第1章「政策とは何か」～第7章「政府への行動原理の適用」）では，経済政策の
一般的目標が概観される。第 2の部分（第8章「財政政策」以下）では，それの，
政策の主要な個別領域への適用がなされている。すなわち，財政政策，金融政
策，所得維持および社会保障政策，通商貿易政策，企業，労働，農業に対する
政策であり，さらに戦争と平和および世界経済の展望という特殊問題にかんす
る章，そして最後に，全体を倫理に結びつける章も付け加えられている。 1)」
となっているが，しかしボウルディングの，いわゆる 4つの基本的目標を中心
に，経済政策論の一般化の展開過程におけるかれの論議ないし考え方を的確に
捉えようとする視点に立って，『原理』の政策体系を整理するなら， 次の 7つ
の，相互に関連せる部分に分けることが可能である。
1)第 1章「経済政策とは何か」を中心とし，それに若干，第 7章「政府へ
の行動原理の適用」を付加したかたちでの政策の定義をめぐっての厚生経済学
の側面と生態学の側面からの 2元論的アプローチ，次いで前者の厚生経済学的
アプローチとの関連においての経済的宇宙とその最適化と，経済的進歩，経済
的安定，経済的正義および経済的自由の 4つで構成される基本的目標設定の意
味についての論議である。 2)第 1章「経済政策とは何か」および第3章「経
済的安定」のなかで断片的ではあるが，定義され，かつ展開されている「浴槽
の定理」のもつ意義とその論議である。 3)第2章から第5章にいたるフロー
1) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, p. vi. 内田忠夫監修，海老
原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， iii-ivページ。
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概念で統一された上記4つの基本的目標それぞれについてのカテゴリーないし
意味内容と評価指標ないし尺度の最適な組合わせについての論議である。 4)
第 6章「目的・手段，および諸目標の紛争」および第16章「世界の展望：共産
主義と経済発展」の両章を通じての，主として基本的目標のパーフォーマンス
の視点からの 1つの経済体制比較論である。 5)第15章「戦争と平和の経済学J
なる特殊問題についての，経済的余剰，価格機構，資本蓄積，等からのアプロ
ーチである。 6)最終章の第17章「ユートビアヘ一ーそしてそのかなたへ」で
の全体を倫理体系のなかで捉える考え方の拾頭である。 7)1960年の『原理J
「日本語版への序文」にみられる 4つの基本的目標の関数としての＜総利益＞の
考え方およびその帰結としての厚生経済学的アプローチ最優先の論議である。
以下，順を追って，前述の『原理』以前における，アプローチの多元化と政
策論の一般化を芽生えさせた理論的潮流や，それに関連しての基本的目標の諸
特徴とも対比させながら考察を進め，その過程でそれぞれの論点を整理してい
くことにより，『原理」の政策体系とそのなかでの4つの基本的目標の位置づ
けについての特徴と問題点を浮彫にしてみたい。参考までに「原理』以前にお
ける基本的目標の諸特徴2)のうちもっとも重要で，かつ際立ったものは，経済
的進歩への高いウエイトづけ丸および経済的進歩中心の理論展開4), 等， G
NPもしくは所得という＜フロー概念＞支配のアプローチと，技術的進歩と効
用の関係5), 「最適人口」，経済的進歩の「最適率」6)' 経済的進歩についての
2)守谷基明「ボウルディングの基本的目標についての再考察(1)」 『関西大学経済論集』
第21巻第4号 (1971年12月）， 27-55ペー ジ参照。
3) Cf. K. E. Boulding, The Economics of Peace, 1945, p. 103. 永田清訳「平和の経
済学」 (1949)好学社， 118ペー ジ参照。
4) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed., 1955, pp. 716, 722-726. 大石・
宇野監訳『近代経済学下』第3版 (1964)丸善， 744,750-754ペー ジ参照。
5) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 1st ed., 1941, p. 777. 
6) Cf. K. E. Boulding, Economic Progress as a Goal of Economic Life in Goals 
of Economic Life ed. by A. D. Ward, 1953, pp. 70.81. 
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原因・結果双方のコスト分析7), および経済的進歩の観点から資本の耐久性の
増大や使用効率の増大を，そして消費の奨励ではなく節約を望ましいとする考
え方s), 等，＜ストック概念＞支配のアプローチの並列である。そして最後
に，結びに代えて，経済政策論の一般化の展開過程における，ボウルディング
の『原理」における政策体系と基本的目標の意義とその限界を総合的に要約
し，さらに理論的取組が欠落し，ないしは不十分であったテーマを明示し，加
えて「原理』以降において政策体系の再編成およびそれに関連しての基本的目
標再構築の動きを必要にさせたいくつかの理論上および思考上の転換と，かれ
自身によるこれら目標の修正ないし再構築をめぐる諸問題についてふれ，最後
に，以上の総括としての， 『原理」における一般経済政策論の＜一般＞という
意味の質的規定を試み，次いであるべき＜一般＞の方向性を示唆しておこう。
3 
1)政策の定義および構成要素 ボウルディングは，政策の定義およびそれ
を規定する構成要素としての政策の 3重性つまり "what" (目的）， "how" 
（手段）および "who"について，厚生経済学的アプローチの側面からと，生
態学的アプローチの側面からの，いわゆる 2元論的アプローチを試みている。
前者に関しては， ボウルディングは， 「一般的にいって＜政策＞とは，与えら
れた諸目的のために向けられる行動を支配する諸原理である1)」と指摘したあ
と，先ず究極目的の設定，評価などは，社会科学の領域を越え，倫理学の分野
へ入るとして棚上げし，だがそれ以外の目的については，目的・手段の連鎖関
7) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed., 1955, pp. 720-721. 大石・宇野
監訳『近代経済学下」第3版 (1964)丸善， 748-749ページ参照。
8) Cf. K. E. Boulding, Income or Welfare, 1949-50 in Kenneth E. Boulding Coll-
ected Pap釘s,vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, pp. 271, 273. 
1) K. E. Boulding, 片inciplesof Economic Policy, 1958, p. 1. 内田忠夫監修，海老原
武邦他訳「経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 3ペー ジ。
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係や多元化せる目的間の競合関係の論議さらには価値評価が経験科学として可
能であると考えているい。次いでボウルディングは， "how・ つまり手段の問
題については，後述するように政策一般としての経済的宇宙を，厚生経済学的
視点から＜最適化＞を検出するというかたちで展開しており，最後の "who"
の問題は，「だれのための福祉か」という視点から，福祉の対象としての・we"
の範囲を規定している。8)
しかし同じ第 1章「経済政策とは何か」のなかでの政策の定義を，ボウルデ
ィングは，後者の生態学的アプローチの視点から次のように規定している。す
なわち「政策とは，政策作成者の目標にとって有利なように，この生態系を恣
意的に変形させることである。 「したがって， より広い規模で行なう一種の
＜社会的農業＞である。 4)」ここまでは1953年の『組織体革命」や「経済生活
の目標としての経済的進歩」での論述5)とほとんど異なるところはないのであ
るが，だが『原理』での，ユニークさは，政策問題の 3重性としての "what"
"how• および "who"のそれぞれの領域を，人間社会に対する生態学的視点
からの倫理を基底にして，規定していることである。すなわちそこでは，
"what• は正しい方向づけ， "how"は主として因果関係，そして "who"は
「土地の倫理」といったものにそれぞれ関連づけられているのである。6)
ところで政策主体の問題は，ボウルディングの場合，政策の定義および構成
要素についての論議のなかには登場していない。だがボウルディングは，等 7
2) Cf. Boulding, op. cit., p. 2. 前掲邦訳， 3-4ページ参照。
3) Cf. ibid., pp. 11-12, 14. 邦訳， 13,15-lGページ参照。
4) Ibid., pp. 17-18. 邦訳， 18-19ページ参照。
5) Cf. K. E. Boulding, The Organizational Revolution, 1953, p. xxiv. 日本経済新聞
社訳『組織体革命」 (1960)日本経済新聞社， 33ページ参照。
Cf. K. E. Boulding, Economic Progress as a Goal of Economic Life in a Goals 
of Economic Life ed. by A. D. Ward, 1953, p. 80. 
6) Cf. K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 18-19. 内田忠夫監
修，海老原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 19-20ページ参照。
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章「政府への行動原理の適用」のなかでは，先ず＜生態学的アプローチ＞の視
点から，政府を， 1つの生態系として規定し，かつ錯綜せる集合体として捉
ぇ，それらのあいだの交渉，討議および話し合いの複雑なプロセスの結果とし
て政策が出てくると考えている7)。それに次いでボウルディングは，政府を，
＜組織理論＞からは，「政府は責任ある意思決定者たちの組織体である。…•••責
任ある政府は敏感なフィード・バック機構をもった政府のことである。 8)」と
規定している。したがってボウルディングの政策論において政策主体論が完全
に脱落したことにはならない。むしろ，政治的民主主義プロセスにおける福祉
の充実と生態学的倫理感の， 2元的強調の結果， "who" の問題の方が，厚生
経済学的視点を欠く政策主体の論議よりも，より強く前面に押し出されたと考
えるべきである。
政策一般としての経済的宇宙とその最適化 経済的宇宙を， 「ある種の厚生
関数に基づく「社会におけるすべての経済諸量の列挙9)」とする定義は，ボウ
ルディング自身，既に『経済分析』第 3版 (1955)のなかで行なっており 10),
そのかぎりにおいては目新しいものではない。しかし『原理」では，経済的宇
宙の定義の他に，その最適化，換言すれば最適領域における経済的宇宙にいた
るまでの科学的境界づけと，その規定要因について体系的にふれていることに
注目しなければならない。すなわちその科学的境界づけとして，ポウルディン
グは，『原理」のなかで，可能領域 (thepossible) , 蓋然領域 (the"probable) 
および最適領域 (the"optimum")へというように，経済的宇宙の合理的な選択
領域をより狭くしぼっていき，これに並行してそれぞれの領域を規定するもの
として基本的恒等関係，基本的経験関係もしくは数量的経験調査，および厚生
7) Cf. Boulding, op. cit., p.180. 前掲邦訳， 167ペー ジ参照。
8) Ibid., p. 181. 邦訳， 168ペー ジ。
9) Ibid., pp. 6, 9. 邦訳， 8,10ペー ジ。
10) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed. 1955, p.714. 大石・宇野監訳「近
代経済学下」第3版 (1964)丸善， 741ペー ジ参照。
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経済学的アプローチを挙げている11)。
以上， 「経済的宇宙の境界づけおよびその規定要因の考察」から出てくる特
徴の 1つは， 『原理」では規定要因が厚生経済学主導型の経済プロセスから成
っていることである。これは，最初の，可能領域の規定要因である基本的恒等
関係を，『原理』のなかでは， ＜浴槽の定理＞なる経済的恒等関係を中心に展
開しているものの，のちほど「浴槽の定理のもつ意義」のところでふれるよう
に， 『原理」以前とは異なりマクロ的フロー優先の考え方に変っていることに
起因するものである。その2は，経済的宇宙を，その可能的領域では可能的政
策， その蓋然領域では蓋然的政策， そして最適領域では最適政策というよう
に， 『原理」では＜政策一般の最適化＞として捉えられていることである。 こ
れは，たとえばボウルディングの次の論述「蓋然的領域のなかには，システム
中の種々の変数と政策との可能な組み合わせかたが，まだ数えきれぬほどある
ので，さらにこの合理的政策の選択領域がさらに一層，狭められうるかどうか
が近年，多くの注意を引いてきた。＜厚生経済学＞として知られる経済分析の
領域は主としてこの問題にたずさわっている。12)」からも明らかである。他
方，＜基本的目標の最適化＞の問題については， 『原理』では何らふれられて
いない。これに関して『経済分析」第 3版 (1955)では，「この表の先頭の組合
わせ，ないし状態は，＜最適状態＞であり， 「また下位目的は， ……それの種
々の価値の好ましさの順に排列しうるという意味で，厚生関数と関係づけられ
ねばならない。18)」とのべ，いまだ基本的目標ではなく下位目的のレベルでは
あるが，その最適化についてふれている。このようにボウルディングの場合，
厚生経済学的アプローチからする経済的宇宙の最適化の問題は，基本的諸目標
11) Cf. K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 5-8. 内田忠夫監修，
海老原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 6,8-9ページ参照。
12) Boulding, op. cit., p. 8. 前掲邦訳， 9ペー ジ。
13) K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed. 1955, p. 714. 大石・宇野監訳「近代
経済学下』第3版 (1964)丸善， 741-2ペー ジ。
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の最適化と，それらの諸目標によってそのつど規定される政策一般の最適化の
2元的な問題が，未だ別箇に論じられており，『原理』では後者の最適化に限
定されていることに留意すぺきである。
そこで問題の厚生経済学的アプローチであるが，ボウルディングはパレート
最適と一般厚生関数の2つの学派について，その長短を論じている。だがパレ
ート最適の有用性を説いた次の一節「われわれの欲求するものについて妥当な
仮定を設ければ望ましい政策の可能な選択領域を狭めるのに役立ちうる14)。」
で分かるように，『原理」においてはボウルディングは， 政策の最適化を検出
するパレート最適の考え方に立っているのである。したがって「経済学の，価
値の一般理論への若干の貢献」 (1956)のなかでふれているように，一般厚生関
数の論議をさらに展開させる立場から価値の一般化，特に評価ないし倫理問題
に目をむけようとするボウルディングの進取的姿勢15)が， そこでは放棄され
ている。その意味で，パレート最適と一般厚生関数の総合への挑戦は， 1958年
の「原理」にかんするかぎり著しく後退したといえる。
経済的進歩，経済的安定，経済的正義および経済的自由の4つで構成される
基本的目標設定の意味 これは， 『原理』での上記4つの目標が何故に，そし
ていかなる意味で＜基本的＞と称されるのか，ということについての論証の問
題である。もとよりこれは， 3)での，『原理』第2章から第5章にいたる個々
の目標の展開さらには 7)での， 1960年の，『原理」「日本語版への序文」での
＜総利益＞概念の登場をまって最終的に評価されるぺきであるが，ここでは，
第1章の終りの2つの項目 「政策のもつ多くの次元」，「4つの目標」， さらに
第2章の冒頭「＜目標＞の定義」のなかで，これまでの著書，論文には見受け
14) K.E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, p.10. 内田忠夫監修， 海老原
武邦他訳「経済政策の原理J(1960)東洋経済新報社， 1-ペー ジ。
15) Cf. K. E. Boulding, Some Contributions of Economic to the General Theory 
of Value, 1956 in Kenneth E. Boulding Collected Papers, vol. 2 ed. by F. R. 
Glahe, 1971, pp. 10, 13. 
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られないような総合的ないし体系的な視点から論証が試みられている点に着目
すべきであろう。いま，これらのなかでのボウルディングの論証をそのまま辿
っていくならば，それは次の4つに整理できるであろう。 (i)目標間にある
競合・補完の関係が避けられない以上，単一の目標を想定することは不可能で
あり，したがって諸目標のあいだで社会的選択がなされねばならない。 (ii) 
これらの4つの目標いずれのカテゴリーも若干の恣意性をもっているので，経
済政策のすべての目標がこれら 4つの目標の 1つないしは 2つ以上のいずれか
に容易にあてはまってしまうと考えてはならない。 (ii)それはあいまいな目
的をほとんど残さず特定の政策を試験的に評価してみる場合の有用な分析用具
となりうる。 (iv)その際の＜目標＞とは経済システムを記述する変数の 1つ
であり， その量の大小が経済システムの改善ないし悪化をもたらすものであ
る16)。3)での， 4つの基本的目標の展開のところで後述するように， (ii)と
(iii)の不整合の問題を残してはいるものの，これら 4つの目標は，論理的に
はその全体としては，あらゆる目標をも含んでおり，またどのような政策であ
れ，その効果をそれぞれの目標で客観的かつ正確に記録しうるので，したがっ
てあらゆる政策に対して，より上位の目的となりうるし，さらに政策を評価す
る指標ないし尺度の資格を取得しうるのである。こうしたボウルディングの，
「経済分析」第3版 (1955)での＜下位目的＞のレベルを超えた，『原理」での
＜基本的目標の一般化＞という視点からすれば，問題は個々の基本的目標につ
いてのカテゴリーないし意味内容と評価指標ないし尺度の最適な組合わせとい
うことになってくるのである。ボウルディングが『原理』以前においては，断
片的ではあるが，基本的目標を，単なる均衡ではなく望ましい均衡へと動かす
制度の機能として17), したがって単なる均衡分析にとどまらず社会を正しい
方向へ迅速に移動させる動学的な過程分析として，さらにその方向を判断させ
16) K. E. Boulding, Principles of底onomicPolicy, 1958, pp. 19-21. 内田忠夫監修，
海老原武邦他訳「経済政策の原理』 (1960)東洋経済新報社， 20-22ペー ジ。
17) K. E. Boulding, Economic Analysis, 1st ed., 1941, p. 774. 
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る生態学的遷移の過程として捉え， 18) その意味で確かに生態学的アプローチ
の視点から論じていたことを想起するとき，『原理」での， こと基本的目標の
展開を，極めて狭義の厚生経済学的アプローチだけで良しとする，ボウルディ
ングの単一的姿勢は，諸種の問題を山積させたといえる。
2) <浴槽の定理＞のもつ意義とその展開 ボウルディングをして価値観へ
の懐疑を生ぜしめ，ケインズ理論，限界生産力理論，等の既存の正統派経済学
から離陸させた有力な命題は，かれ自身の発想による＜浴槽の定理＞であると
いえよう。
だがボウルディングは「原理』 (1958)にかぎっては，第 1章「経済政策とは
何か」および第3章「経済的安定」のなかで，これとは相当に意味あいの異な
ったかたちで浴槽の定理を捉え，展開しているようである。すなわち前者で
は，経済的宇宙の可能領域を規定する経済的恒等関係，換言すればフロー優先
の厚生経済学的アプローチの 1つのプロセスとして浴槽の定理を導入してお
り，またその恒等式も，生産ー消費=蓄積率というように，用語法があいまい
である19)。また後者においては，その恒等式は，蓄積（ないし総ストックの推積
に対する純付加）＝生産ー消費というように， 3つのフロー概念でのみ構成され
ており，この単純化された恒等式に企業の＜意図した蓄積＞の概念を導入する
ことによりケインズの有効需要の理論の論証を試みている20)。
ところでボウルディングが＜浴槽の定理＞なる，いくぶんふざけた命題を始
めてつけたのは， 『平和の経済学」 (1945)においてである。そこでは（財貨の
ストックの堆積の）蓄積率=生産率ー消費率というように，一定期間内という意
味での率概念で捉えられている21)。 こうした規定のうえにたってボウルディ
18) K. E. Boulding, Economic Progress as a Goal of Economic Life in Goals of 
Economic Life ed. by A. D. Ward, 1953, p. 79, & fn. 6. 
19) Cf. K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, p. 5. 内田忠夫監修，
海老原武邦他訳「経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 6-7ペー ジ参照。
20) Cf. Boulding, op. cit., pp. 6, 68-71. 前掲邦訳， 63,66-69ペー ジ参照。
21) Cf. K. E. Boulding, The Economics of Peace, 1945, p. 127. 永田清訳「平和の経
済学』 (1949)好学社， 146ペー ジ参照。
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ングはそのなかで， Ci)経済的浴槽の大きさが有限であるので，蓄積が進む
につれて蓄積率は低下せざるをえない時点が到来するに違いないこと， (ii) 
蓄積率の低下をもたらす 2つの方法は生産を止めること，および消費を拡張す
ること， (ii)ストックの堆積の増大を阻止する経済的な圧力はその所有者か
ら発していること， (iv)もっとも根本的な失業の原因はひとびとがそれ以上
の蓄積をもつことを意図しない点までストックの堆積が増大することであるこ
と22), などを指摘し，フローと同じく，ないしはそれ以上にストック重視の
必要性を説いている。 『平和の経済学」刊行に 4カ月遅れてAERに掲載され
た論文「経済理論における消費概念」 (1945.5)では， ボウルディングは浴槽の
定理に関連して，ケインジアンによる消費と消費者の支出の混同，等の問題に
ついて， 「貨幣の受取りや費消は， それ自体たんに交換の行為すなわち資産の
移転でしかない。「取引そのものは消費ではない。消費は，私が一塊のパンを
食べるまでは生じない。何故なら，そのとき始めて私の資産は現実に11セント
の価値だけ減少するからである。同様に取引はパン屋には所得でない。何故な
ら，それはかれの資産の総価値に加わるのではなく，単に同価値の非流動資産
と流動資産を交換するだけだからである。パン屋の所得をもたらす行為は，か
れが一塊のパンを作り，したがってかれの資産をふやした時点ですでに生じた
のである。28)」と指摘している。 そしてそのあとかれは， 「もし所得が生産の
価値として規定されるなら，価値ということでは貯蓄は生産の価値と消費の価
値の差に等しい。しかしこれは総ストックの増加の価値すなわち恐らく投資に
よって意味されるところの蓄積価値率と同じことである。24)」として，投資な
いし蓄積率＝総ストックの増加＝生産ー消費＝貯蓄なる恒等式を画いているよ
うである。また『経済分析』第2版 (1948)では，ボウルディングは，「真に経
22) Boulding, op. cit., pp. 128-130. 前掲邦訳， 147-149,151ペー ジ。
23) K. E. Boulding, The Consumption Concept in Economic Theory in Kenneth 
E. Boulding Collected Papers, vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, pp. 157-158. 
24) Boulding, op. cit., p. 158. 
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済的厚生のもっとも満足な尺度は，恐らくは，このストックを破壊する消費で
も，これらの破壊を修復するに必要な生産でもなく，むしろ有用なものの総ス
トックのそれである 25)。」と重要な提案をしている。さらに「経済学の再建』
(1950)にいたると，ボウルディングは，「この原理は恐らく蓄積原理と呼んで
差支えないであろう。「したがって，一方においての蓄積と他方における生産
の消費を超える超過分とのあいだの蓄積恒等関係こそ，恐らくマクロ経済学の
もっとも基本的な恒等関係である。「そして，こうした恒等関係はもちろん厳密
には事後的なものである。26)」と考えている。そのあとでかれは，「生産に関す
るもっとも単純な仮定としての恒常性維持原則 (theprinciple of homeostasis) 
があるから，いかなる消費もただちにその分を償う生産を，十分に，そして丁
度だけ呼び起こすのである」と指摘し，さらにこれを展開し， 「ひとびとが一
定の計画期間に一定量の資産を蓄積またはとりくずしをする計画をしていると
仮定すれば，この恒常性維持原則という仮定を十分，より一層，有用なものに
しうる。もし資産の計画されたもしくは望ましい蓄積量百が知られており，期
待された消費量 Cも知られているなら，計画された生産pは望ましい蓄積aフ゜
ラス期待された消費でに等しくならねばならない。」と論じている。 27)要する
にここでは，恒常性維持原則の期待，計画レベルヘの適用の拡大による，事後
的恒等関係に代わる事前的恒等関係の存立の可能性が示唆されているのであ
る。しかし『経済分析』第 3版 (1955)になると，第13章「経済的集計量およ
び平均量」のなかの「生産，消費，蓄積」の項では，たしかに生産，消費，ぉ
よび蓄積は 3つのフロー概念であるとし，『平和の経済学Jl (1945)と同様，一
定期間内という率概念による恒等式を明示し，第15章「巨視的経済モデル：生
産と消費のモデル」では，この恒等式を巨視的経済学の基礎モデルとして用い
ているのであるが，第18章「貯蓄と利子」では，恒等式の説明のなかで消費は
25) K. E. Boulding, Economic Analysis, 2nd ed., 1948, p. 292. 
26) K. E. Boulding, A Reconstruction of Economics, 1950, pp. 190, 229. 
27) Boulding, op. cit., p. 230. 
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実質“支出”であると解しており，先きの「経済理論における消費概念」(1945.5) 
での「消費と消費者支出の混同」という，異端的な注目すべき指摘をかれ自身で
抑えつけるかたちになっている 28)。これは『経済分析』第 4版 (1966)でも全
く改められていない29)。『原理」以降で，ボウルディングが＜浴槽の定理＞を
新たなアプローチで展開させたものは，レボートのかたちをとってはいるが，
1972年11月日本経済調査協議会主催の「国際シンポジウム」でのボウルディン
グの「経済成長の未来に適用される予測理論」である。このなかでボウルディ
ングは，長期にわたる経済成長の未来を予測するシステムのうちもっとも重要
なシステムとして，浴槽の定理をさらに発展させた＜生活圏＞のシステムを挙
げている。 このようなボウルディングの捉え方は， 「浴槽の大きさと水が増加
する割合を知っておれば，水があふれる時間をかなりの確信をもって予測する
ことができる，」というかれの指摘で明らかなように，『経済学の再建』 (1950)
のなかでの事前的恒等関係を一般システム論的に展開させたものといえるし，
また「生物学的生態系のなかにも実に多くの生活圏の例をみることができる，」
というボウルディングの指摘は，ストックの側面にも留意するかぎり，浴槽の
定理が生態学的さらには宇宙船地球号的アプローチを惹起せしめた論拠がある
ことを示すものである。30)
以上，＜浴槽の定理＞をめぐる，ボウルディングの捉え方，展開の仕方の変
遷を，『原理」以前，『原理』，『原理』以降の 3段階に分けて考察してきた。こ
のことから，ボウルディングの場合，『原理』以前では，『経済学の再建』 (1950)
までは，ストックの側面の重視，また有用なもののストックを経済的厚生の真
の尺度とする考え方，さらにはケインズ理論，限界生産力理論，等，既成の正
28) Cf. K.E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed., 1955, pp.248, 290, 360. 大石• 宇
野監訳「近代経済学上」第3版 (1963)丸善， 260,304,376ページ参照。
29) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, vol. 2. 4th ed., 1966, p. 122. 大石• 宇
野監訳「巨視経済学」第4版 (1972)丸善， 130ページ参照。
30) K. E. ボウルディング「経済成長の未来に適用される予測理論」 （報告）， 1972年11
月，「週刊東洋経済」 no.3716, 1973年2月， 42,48ページ参照。
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統派経済学からの脱却の姿勢，加えて事前的恒等関係への関心の深まり，など
が窺えたのに対し，『原理』 (1958)および『経済分析」第 3版 (1955), 第 4版
(1966) の1部では，正統派経済学からの脱却というよりむしろ恒等関係を専
ら事後的なものとみる捉え方，さらには狭義の厚生経済学的アプローチとこの
アプローチをふまえケインジアンの考え方にも通ずるマクロ的フローないし経
済成長優先の思考が復帰してきたといえる。そして『原理」では，こうした逆
行的思考をふまえながら，基本的目標さらには政策論の体系化を図ろうとする
姿勢がでているのである。だが『原理」以降とりわけ1970年代に入ると，ボウ
ルディングにあっては，生態学的，宇宙船地球号的なアプローチを基点とする
一般システム論的視点からの，とりわけ事前的恒等関係のシステム論的展開の
中核といえる＜生活圏＞思考からの，ストック中心の政策の体系化構築をめざ
しての意欲が推察されるのである。ところで「原理』以前，『原理』，『原理』以
降を通して一貫しているのは，フローのなかで消費を破壊とみるボウルディン
グの姿勢である。このことが，『原理』でのフローのなかでの生産最優先から，
『原理」以降では一挙に，ストック優先に180°の転換をさせるきっかけを与え
た有力な要因の 1つであることは確かである。
4 
3) 4つの基本的目標についての内容と尺度の最適な組合わせの検出 『原
理』のなかでの，ボウルディングの 4つの基本的目標は，既述のように，その
いずれもカテゴリーないし意味内容と評価指標ないし尺度の相互に関連せる 2
つの構成要件を共に充たしうることが，その存立の必須条件であり，その試練
を経てそれは最適な政策を検出する基準となりうるのである。だがこれら 2つ
の構成要件は，実践性と客観性の関係同様，基本的目標設定の仕方によっては
競合的な側面が極めて強くなる傾向がある。したがってボウルディングの場合
も，これら 2つの構成要因の最適な組合わせを求めての検出の作業が『原理』
のなかで展開されている。以下，経済的進歩，経済的安定，経済的正義および
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経済的自由の順に，『原理」のなかでの，ボウルディングの理論展開を要約し，
次いで個別ごとに問題点を摘出し，最後にこれら 4つの目標を全体として捉え
てみた場合の特徴と問題点を明示しておきたい。その際，基本的目標について
の『原理』でのユニークな点は何か，さらには『原理』以前の諸特徴のうち『原
理』ではいかなるものを受けつぎ，また逆に拒絶したかなどについても，『原理』
以降におけるボウルディング自身による基本的目標再構築の動きのでてくる論
拠を読みとるうえからも必要であるので，そのつど簡潔にふれておきたい。
経済的進歩 そのカテゴリーは「目的を達成するための使用効率の改善」で
あり，評価指標としては「1人 1時間当たり商品産出量指数」なるフロー概念
を用いており， 1)そのかぎりでは『平和の経済学』 (1945)の完全な焼き直しで
ある。 2)そしてそこでは， 『原理』以前にみられる諸特徴のうちストッグ概念
支配のアプローチが否定し去られ，逆にフロー概念での総合が試みられてい
る。すなわち『原理』では，経済的進歩は単に＜産出量の効率＞ないし＜生
産＞優先の技術的変化の，循環的でなくむしろ直線的フ゜ロセスとして捉えられ
ており，『経済分析』初版 (1941)で指摘された＜技術的進歩と効用の関係3)>
の他に，さらに＜使用効率＞ないし＜切実な願望＞の問題が全く影をひそめて
いる。ただこうした『原理』でのフロー支配のアプローチのなかにあって，後
述するように消費の悪徳の判断を，『平和の経済学」 (1945)での考えをそのま
ま受けついだ＜ストックの堆積率との関係4)>から，さらには『原理」独自の
1) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 22, 25. 内田忠夫監修，
海老原武邦他訳「経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 23,26ページ。
2) Cf. K. E. Boulding, The Economics of Peace, 1945, pp. 74, 76. 永田清訳「平和
の経済学』 (1949)好学社， 84,87ページ参照。
3) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 1st ed., 1941, p. 777. 
4) Cf. K. E. Boulding, The Economics of Peace, 1945. p. 92. 永田清訳「平和の経
済学」 (1949)好学社， 105ページ参照。
Cf. K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, p. 34. 内田忠夫監修，
海老原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 34ページ参照。
307 
656 闊西大學『鰹清論集」第23巻第4・5号
思考である＜所得分配との関係5)>から，下そうとしているボウルディングの
姿勢には，たとえ無意識的であれ，消費最適率のマクロ的視点からのアプロー
チの一端が窺われるのである。
経済的安定 そのカテゴリーないし意味内容について，ボウルディングは次
のようにふれている。「それは同じ経済水準にとどまっていることを意味しな
い。……実際，われわれが考えているのは＜絶えざる＞進歩である6)。」そして
具体的には経済的安定を，価格と産出量ないしそれと密接に対応する雇用量に
よって構成される所得の絶えざる増大であると規定している7)。ここで注意す
べきは，『原理」の場合，先きの経済的進歩では＜進歩＞が産出量概念で捉え
られているのに対し，経済的安定のところで，絶えざる進歩というときの＜進
歩＞は所得概念で捉えられていることである。したがって「原理」での経済的
安定は，経済的進歩のペース配分を指示すると共に，フロー概念による統合と
いう側面でこれを補強することになっているといえよう。そしてこれが他の2
つの目標すなわち経済的正義および経済的自由の意味内容と尺度に与える影響
は後述するように実に大きいのである。次にボウルディングは，評価指標ない
し尺度としては，価格の安定に関しては，現実の諸政策のバランスをふまえれ
ば，どちらかといえば適度の漸増的物価水準を，産出量の方については，完全
雇用水準に一致した均衡産出量水準ーー企業の意図した蓄積量と現実の蓄積量
が等しくなる産出量水準一ーを提案している8)。ただし前者については，物価
変動の所得分配の公正への悪影響を指摘しているが，後者については， 2)で
既述のように，蓄積＝生産ー消費なる事後的恒等関係からなる浴槽の定理に，
企業の＜意図した蓄積＞の概念を導入することにより，狭義の厚生経済学的ア
プローチとケインジアンの考え方に通ずるマクロ的かつフロー支配の視点か
5) Cf. Boulding, op. cit., p. 43. 前掲邦訳， 43ペー ジ参照。
6) Ibid., p. 52. 邦訳， 50ペー ジ。
7) lb祉， pp.52-53. 邦訳， 51ペー ジ。
8) Cf. ibid., pp. 59-61, 70-71. 邦訳， 57-59,67-68ペー ジ参照。
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ら，経済成長優先の思考を復帰せしめている 9)。だが産出量，価格双方の安定
化の問題については，便益費用分析的な思考方法が採られている10)。 ところ
で「原理』以前との対比では，特に『組織体革命』 (1953)ではふれていた市場
構造に与える影響，詳述すれば本来，市場メカニズムの働きに応じて自動的に
揺れ動くはずの生産構造および所得構造を破壊するものとしての組織体の大規
模化と独占の問題11)については， この「経済的安定」の章では全くふれてい
ない。これについては，前者の組織体革命は第 5章「経済的自由」のなかで，
後者の独占の問題は第4章「経済的正義」のなかで分断して論じられている
が，これは経済的安定の問題がマクロ的にしか捉えられていないことの 1つの
論証でもある。これら『原理」での「経済的安定」の欠陥は， 1つには，それ
が＜資産＞ではなく＜所得＞それも＜精神的所得12)>を除いた所得の絶えざ
る増大として捉えられ，また賃銀，利潤および商品価格間の安定的水準関係や
経済部門間の安定関係などのアプローチに欠けている 13)など， カテゴリーな
いし意味内容の狭さに起因している 3
経済的正義 これについては，第4の経済的自由の場合と同じく最初の 2つ
の目標—進歩と安定—に比べ確かに本質的に，より重要であり，また次元
のより高い目標ではあるが，そのことは，倫理的価値判断が不可避的に介入す
ることを意味し，その結果，定義と測定をあいまいに，しかも困難にさせてい
9) Cf. ibid., pp. 14, 60-61, 68-71. 邦訳12,59, 66-68ページ参照。
10) Cf. ibid., p. 79. 邦訳75-76ページ参照。
11) Cf. K. E. Boulding, The Organization Revolution, 1953, pp. 39-40. 日本経済新
聞社訳『組織体革命』 (1960) 日本経済新聞社， 9,101ページ参照。
12)「アーヴィング・フィッシャーは，＜精神的所得＞なる新語をつくりだした40年前に，
すでに所得の増加がいつも厚生の増加を意味しないことを理解していた。すなわち精
神的所得は所有ないし使用ないし資本からひきだされる所得であり，重要な厚生概念
である。」 (K.E. Boulding, Income or Welfare, 1949-50 in Kenneth E. Boulding 
Collected Papers, vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, p. 271.) 
13) Cf. D. S. Watson, Economic Policy• Business and Government, 1960, p. 543. 
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るといえるm。 そこでボウルディングは，倫理的要素を排除すべく先ず経済
的正義にかんしては，これを＜分配における正義＞の範囲にとどめ，さらにこ
れを実践的に捉えるべく分配の理想と経済的進歩なる目標を結合せる動態的分
配の正義をそのカテゴリーとしている。そしてボウルディングは，より具体的
には，経済的進歩すなわち 1 人当たり産出量の増大ー→経済的余剰の増大~
貧困の廃止という極めて経済的進歩優先の狭義な，しかし量的測定すら可能な
ものにとどめ，また経済的余剰以上のものの再分配が結果として社会全体の損
失につながる，と指摘しており 15), そのかぎりでは『平和の経済学」 (1945) 
での論述をほぼ踏襲しているといえる 16)。しかるにその尺度は，「所得成長が
極大になるような分配率17)」に，ボウルディングは求めている，（なお補足的では
あるが， ここではカテゴリーとしての産出彙概念と， 尺度の側での所得概念というよう
に，双方にギャップがみられる。）さらに注意すべきは，ボウルディングが独占的
特権の功罪の判定を，本来の経済的正義の次元ではなく経済的進歩への寄与率
に求めている点である18)。 これら一連の， ボウルディングの『原理』での所
得極大思考のアプローチは，時間的視野の拡大と経済的進歩を担う階層の如何
によっては， 進歩と平等の両立が可能とする『経済分析』第 3版 (1955)さら
には第4版 (1966)での考え方を19)消去し，動態的分配での平等性基準を一
14) Cf. K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 19-20. 内田忠夫
監修，海老原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 21ペー ジ参照。
15) Cf. Boulding, op. cit., pp. 101-104, 108-109. 前掲邦訳， 96-98,102-103ペー ジ
参照。
16) Cf. K. E. Boulding, The Economics of Peace, 1945, pp. 103, 108-111. 永田清訳
「平和の経済学」 (1949)好学社， 118,124-128ペー ジ参照。
17) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, p. 104. 内田忠夫監修， 海
老原武邦他訳『経済政策の原理』 (1960)東洋経済新報社， 98ペー ジ。
18) Cf. Boulding, op. cit., p. 109. 前掲邦訳， 103ペー ジ参照。
19) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed., 1955, p. 724. 大石・宇野監訳
『近代経済学下』第3版 (1964)丸善， 752ペー ジ参照。
Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, vol. 2. 4th ed., 1966, p. 258. 大石• 宇
野監訳『巨視経済学」第4版 (1972)丸善， 273ペー ジ参照。
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切，葬り去る結果になっている。ただ静態的枠のなかでは若干，検討はなされ
てはいるものの，その場合「個人の限界効用曲線の傾斜が相異なる現実の社会
においては， 限界効用の均等は所得の均等を意味しない。「完全平等と不平等
のどこか中間が最適点といえよう。20)」として，平等性基準の非現実性を指摘
している。要するに『原理」では，平等基準，独占の問題さらには資産ないし
ストックにおける分配の公正から自由な，換言すれば所得のほか資産ないしス
トックも含めた動学的再分配および消費者利益，等の問題を避けて通ろうとす
る，＜総所得の極大＞なる標準を追求するポウルディングのマクロ分析の側か
らの動態的捉え方，さらにはフロー概念での構築を指向する姿勢が窺えるので
ある。‘
経済的自由 これについてもボウルディングは， 「所得の増加は経済的制約
の境界線をゆるめる効果をもっ， 21)」とのぺ，マクロ的には，とりわけ総所得
の増加を経済的自由の増大というように倫理から自由な判断をしている。そし
てボウルディングは，経済的制約を広げる所得の増大を生ぜしめるものは，個
人の行動の自由に関する非経済的領域を制限するヒエラルキーヘの適度の服従
であると考え，その意味で過度のヒエラルキーの抑制策として，市場と平衡力
の均衡のとれた解決策を提案している 22)。尤も，一般的かつ観念的にはボウ
ルディングも， 「経済的自由の概念の定量化にもっとも近いものは••…•多くの
次元をもつ＜選択範囲＞もしくはく力の範囲＞である 23)」とし，評価指標と
しては，他章（とりわけ第6章「目的，手段，諸目標の相剋」および第16章「世界の展
望：共産主義と経済発展」）にもまたがり極めて断片的ではあるが，消費選択の自
由，消費者主権，職業変更の自由，企業の自由，等を考えているようである 24)。
20) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 92, 94. 内田忠夫監修，
海老原武邦他訳「経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， 87,89ペー ジ。
21) Boulding, op. cit., p. 113. 前掲邦訳， 106ペー ジ。
22) Cf. ibid., pp. 126-128. 邦訳119-120ペー ジ参照。
23) Ibid., p. 129. 邦訳121ペー ジ。
24) Cf. ibid., pp. 127, 142-147, 402. 邦訳119-120,133-138, 362ペー ジ参照。
311 
660 醐西大學『糎清論集』第23巻第 4•5 号
だが経済的自由の問題が，ここではシステム論的にアプローチされておらず，
そのため最適経済的自由の思考が欠落しているのである。
最後に，これら 4つの基本的目標を全体として捉えてみた場合の特徴および
問題点について摘出しておこう。端的にいうなら，ボウルディングがカテゴリ
ーと評価指標の最適な組合わせを追い求めるさい倫理的，政治的要素を排除し
た定量化を4つの目標すべてについて行なおうとし，後者の方に重点をおきす
ぎた結果，さらには目標相互間の競合関係を最小限にとどめようとした結果，
逆にそれらの4つの目標ではすべての政策の諸効果のうち特定の領域のものし
か記録・測定しきれなくなったというように，先ず理解すべきであろう。ここ
に実践性と客観性の同時達成の難かしさがあるし，『原理』のなかでのボウル
ディングの，フロー支配の狭義の厚生経済学的アプローチの限界が存するので
ある。いま基本的目標間の相関関係およびそれらの政策体系に占める位置など
について，『原理」のなかでのボウルディングの考え方を， これまでの筆者に
•よる問題指摘なども織り込んで整理すれば，その骨子は次のようなことになる
であろう。すなわちそこでは，＜経済的正義＞と＜経済的自由＞の2つの次元
が，直線的技術志向の産出量の効率，ないし消費でなく生産最優先の， 「1人
当たり産出量の増大」 ということで示される＜経済的進歩＞と， 「所得の絶え
ざる増大」によって示される＜経済的安定ないし絶えざる進歩＞の複合体とし
ての＜絶えざる極大所得成長＞というフロー概念で固められた単一の経済的目
. . . . . ..... . 
標に事実上，還元されている。そして，その一元化された目標の極大化こそ，
貧困の廃止を生活の基本的最低線とした＜経済的厚生＞につながると，ボウル
ディングは考えているのである。したがって「原理」では，所得というフロー
概念は，全くその中味ないし副作用が問題にされずに，ただマクロ的に分析さ
れているだけであり，『原理」以前で指摘されたストック概念はほとんど姿を
消し去り，またミクロ的，構造的な分析もかなり欠落の様相を呈している。な
蘊足的ではあるが，こうした事実上の単一の経済目標への一元化が，ボウル
ディング自身，この「原理』第1章「経済政策とは何か」のなかで明言してい
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る次なる主張「さまざまな目標は単一のものに還元させることはできない。25)」
と論理的に矛盾を来たしていることも事実である。こうした「原理』での成長
優先主義の思考は，『原理』以降においても， ごく 1部にすぎないが，受けつ
がれている 26¥
5 
4)パーフォーマンスの視点からの 1つの経済体制比較のよりどころとなる
基本的目標と，これをめぐる諸問題 ボウルディングは，先ず第 1に， 4つの
目標のなかでの重要度および緊急度は，それぞれの限界価値で判断すべきこと，
したがって体制および時代，環境の差異によって順位は当然，異なってくるこ
とを指摘する。第2に， 4つの目標のそれぞれの達成値についての評価は時間
的な視野と見通しを明示させたうえでなされるべきこと，したがって「信仰と
イデオロギーは時間的視野を拡大させ，現在の犠牲を喜んで耐え忍ばせるもの
である」ことを指摘している。そして第 3には，本来，人間の福祉増大のため
25) Ibid., p. 19. 邦訳， 20ページ。
26)たとえば『経済分析」第4版 (1966) の第11章「実証経済学と規範経済学」のなか
で，ボウルディングは，種々の下位目的のうち主要な 1つの目標としての＜成長＞に
「本質的に重要であるという理由だけでなく，長期的には他の目標の達成に高度に協
働的である傾向があるという理由で， 第1位の， きわめて高い優先権」 を与えてお
り，以下，各項の見出しを，『経済分析」第3版 (1955) のときの＜進歩＞から＜成
長＞へ代えてしまっている。 （なお，このなかでボウルディングが始めて成長の重要
性について＜本質的＞という形容詞を付したのは極めて象徴的である。） そしてとり
わけ「成長と経済的自由」の項では，かれは「したがって自由は，平等と同様に，…
われわれすべてを富ます経済成長によってのみ広く得られるものであるという仮定を
おくに十分な理由が存しうる」とのべている。 (K.E. Boulding, Economic Analysis, 
vol. 2. 4th ed., 1966, pp. 258, 260-261. 大石・宇野監訳『巨視経済学」第4版 (1972)
丸善， 273,276ページ。）また「社会の動態のなかでの社会正義」 (1962)のなかでも，
「分配の問題であるようにみえる多くの問題は， 実は相対的成長の問題である」 と指
摘している。 (K.E. Boulding, Beyond Economics, 1968, p. 256. 公文俊平訳『経済
学を超えて」 (1970)竹内書店， 253ペー ジ。）
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の 1手段である体制，制度，組織に本来，固有のものでない道徳的性質を賦与
し，またこれら自身を自己目的としてまつりあげ，あるいは引き下げてしまっ
てはならないことを，つまりこれら手段の目的化の除去を提案している。 1)
これらの指摘ないし提案のうえに立って，ボウルディングは，資源と商品の
市場での交換によって成立する本質的に市場機構である＜利潤システム＞と，
強制権力を用いるシステムとしての＜政府機構＞の，どんな混合形態が最適か
は，社会自身がおかれている独特の事情，文化の性質，発展段階，等の諸要因
に依存すると主張している2)。ここでボウルディングが，これらの要因を，手
. 段としての経済的価値を選択する尺度と考えているのは興味深い。そしてこれ
に関連してボウルディングは，体制，制度および組織の良否を判断する目的と
して，＜消費者主権3)>と＜忠誠4)>を掲げている。
基本的目標のパーフォーマンスの体制比較を通しての民主資本主義絶対優位
堂認 上述の基本的目標に関するの準備作業を経て，ボウルディ 9ングは具体
例として，ソ連に代表される共産主義と，アメリカに代表される民主資本主義
1) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 132-135, 139. 内田忠
夫監修， 海老原武邦他訳『経済政策の原理』 (1960)東洋経済新報社， 124-127,130 
ペー ジ。
2) Boulding, op. cit., pp. 139-141. 前掲邦訳， 131,133ペー ジ。
3)消費者主権 (consumers'sovereignty) については，ボウルディングは， 個々人の
それの行使は，すべてのひとびとの自由を犠牲にしないかぎりにおいて確保されるべ
きである，と説く一方，だがその場合の消費者主権の最適な実現は，価格システム，
計画システムのどちらか片方だけによっては保障されえないことを指摘している。
(Ibid., pp. 146-147. 邦訳， 137-138ペー ジ。）
4)手段としての組織の目的化である忠誠 (loyalty) については， ボウルディングは，
重要な経済的機能をもつ組織の4つのクイプ，国家，労働組合，協同組合，および企
業を挙げたのち，忠誠をひきつけるものは，単に利益を提供するからではなく，それ
が犠牲ないし責任を要求するからであること，さらに忠誠は代価を要求するものであ
り， したがって経済的進歩の程度をいくぶんゆるやかにし，また個人の自由などに対
する大巾な制限を強いること，などを指摘している。 (Ibid.,pp. 147, 149, 152. 邦訳，
138, 140, 142-143ペー ジ。）
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を対比させながら，上記の 4 つの目標—進歩，安定，正義および自由ー一の
それぞれについての解釈およびその達成値の差異から体制の優劣を判断してい
る。先ずボウルディングは，経済的進歩については，後者の民主資本主義が需
要側の効用に依存するのに対し，前者の共産主義は中央計画当局の指令に依存
すると指摘し，次いで経済的安定は，決して後者に特有な問題ではなく前者の
場合，歴史の示すように，はるかに悪性の循環が発生していることを実証し，
その発生要因をイデオロギーと現実との矛盾に求めている 5)。ところで両体制
のあいだにおける経済的目標の解釈のもっとも大きな差異は，経済的正義と経
済的自由の受け取り方である。経済的正義については，前者の共産主義の理解
するところでは，生産手段の私的所有から生ずる所得をすべて排除することを
意味するが，これによって現実には所得の不平等が排除されなかったこと，さ
らには専門的，管理的部門に新たな支配階級が登場してきたことを指摘してい
る。なおボウルディングによれば，世界における貧困の原因は土地所有ないし
保有制度の如何によるのではなく，土地細分化と無制限の人口圧力，労働市場
の硬直化である，と考えている。経済的自由については，前者の共産主義の業
績は貧弱であり， とりわけ私的経営の廃止，小農たちの集団農場への強制収
容などは人間的自由に対する最大の侮辱ないし挑戦であった， と明言してい
る。6)
以上の考察から明らかなように，ボウルディングの帰結は，民主資本主義絶
対優位ということになるのである。 これは， 「体制比較はその成果とコストに
よって判断すべきであり，善悪の絶対的原理で判断してはならない， 7)」とい
う意味では肯定できるが，他方，この『原理』では，フロー概念としての，絶
えざる高度成長優先の思考からの体制比較にとどまっていることも事実であ
る。
5) Ibid., pp. 394-397. 邦訳， 356-358ペー ジ。
6) Ibid., pp. 402, 404. 邦訳， 362,364ペー ジ。
7) Ibid., p. 400. 邦訳， 361ペー ジ。
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5)第15章「戦争と平和の経済学」なる特殊問題については，ボウルディン
グは， これを経済学的視点から取上げ，前者の戦争を， 経済的余剰の消耗戦
と，人的，物的価格機構の崩壊，それに代わる政府の直接的規制および強制の
両面から説き，後者の，平和への移行の第 1次段階としての，復興の問題を，
人的，物的両資源に対する投資すなわち資本蓄積の量的，構造的問題として捉
えている 8)。次いで，これに伴う軍備縮小も，大巾減税による赤字予算，非軍
事的な政府支出，経済開発のための対外借款あるいは贈与．等の方策を採れ
ば， GNPの水準を維持可能にし，一般的不況を防げる，と指摘している。ま
た軍備縮小に伴う経済の地域的変化および構造的変化については，代替的な雇
用吸収源があり，人的，物的資源の移動が自由かつ迅速な社会では，平時産業
への，さらには地域間移動への大規模なスムースな転換が可能である，と考え
ているようである。9)
以上， ボウルディングの指摘のなかで推察しうるユニークな点は，『原理』
のなかではめずらしくストック概念である人的，物的資源の維持，拡大の視点
から，これらの特殊問題を捉えようとしていること，さらには贈与経済の問題
が僅かではあるが窺われること，などであろう。
6)全体を倫理体系のなかで捉えようとする考え方の拾頭 ここではボウル
ディングは，先の 4つの基本的目標の展開において意図的に排除していた倫理
的価値の問題が，とりわけ＜動態的な経済政策のユートビア10)>へ， そして
そのかなたへと，われわれの移り行く先を模索するさいには必須不可欠なこと
を，そしてこれに関連して経済倫理ないし経済学の意義とその限界についてふ
れている。先ずボウルディングは，貧困の廃止と，進歩への障害の除去の必要
性を倫理的側面から強調している。すなわち前者については正義の積極的関与
を，後者については第 2章「経済的進歩」でふれた戦争，ぜいた<,および人
8) Ibid., pp. 370, 372, 385. 邦訳， 334,336, 347ベー ジ。
9) Ibid., pp. 390-392. 邦訳， 352-353ペー ジ。
10) Ibid., p. 422. 邦訳， 380ペー ジ。
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口の無制限な伸び，さらには新たに天然資源の問題を，高度な倫理的水準，高
度の個人的自由および土地の倫理にのっとった循環的技術の視点からの問題解
決指向というかたちで提案している。11) ここでボウルディングが， 人口調節
の問題を倫理的水準と個人的自由の調和として捉え，また天然資源を地質的資
本として重要視していることは，『原理」のなかではめずらしいストックヘの
着目であると，評価できよう。
次いで，そうしたユートビア社会で是非達成すぺき機能は，ポウルディング
によれば，次の4つの働き，すなわち破滅を防ぐ調整機能としての＜政府の働
き＞，資源の新結合および新技術の開発機能としての＜企業の働き＞，紛争の
創造的解決機能としての＜正義の働き＞，および正義の諸制度の基礎となり，
ひとびとをつなぎ忠誠と関心に充ちた社会を創出しうる機能としての＜統合の
働き＞となっている12)。 ところでここでボウルディングの主唱する＜正義＞
の解釈が，倫理的価値を含め，またその基礎としての統合の要素も加えた非常
に広義なものであることは留意さるべきであろう。 さらに， ボウルディング
の， 4つの機能論の展開は， かれ自身が『経済分析」第 2版 (1948)以来， 少
なくとも第4版 (1966)まで延々と推奨している「国家がシステムの支配者
(a "governor•) としての資格において広汎な経済機能を活用し，市場を組織手
段として用いながら，他面，自由な組織と自由な個々人からなる発展的中道を指
向する＜複体的管理経済>(a "polylithic governed or managed economy•)13) 」
11) Ibid., pp. 419-422. 邦訳， 377-379ペー ジ。
12) Ibid., p. 423. 邦訳， 380ペー ジ。
13) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 2nd ed., 1948, p. 666. Cf. K. E. Boulding, 
Economic Analysis. 3rd ed., 1955, p. 728. 大石・宇野監訳「近代経済学下』第3
版 (1964)丸善， 756ページ参照。
K.E. ボウルディング「『経済政策原理』日本語版への序文」内田忠夫監修，海老原武
邦他訳『経済政策の原理J(1960)東洋経済新報社， viiiページ参照。
Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, vol. 2. 4th ed., 1966, p. 263. 大石・宇
野監訳「巨視経済学」第4版 (1972)丸善， 279ページ参照。
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からの必然的帰結であるといえよう。
最後に，ボウルディングは，人間の行動を規定する倫理体系として，分別な
いし経済の倫理と，（宗教的，軍人的）英雄の倫理に大別する。そしてこの両者の
統合および絶えざる交差こそコートビア住人の問題であるとしている。 これ
は，ボウルディングの説くように， 「倫理なき経済学は，支点なき挺子に等し
ぃ14),」ことを意味すると共に，軽挙盲動に対する警告，安全弁としての存在
意義を示すものである。その意味では，経済倫理と英雄倫理とは補完関係にあ
り，したがって「経済学の領域は，英雄的資質を，それを真に需要する人間精
神の偉大な事業のため保存しておくこと」なのである。15)このように終章にい
たると始めて「経済学を超えて」のうねりが看取されるのである。なお「原
理』と同年に刊行された『経済学者の技能』 (1958)では，ボウルディングは，
この倫理的原則を選好関数の評価と置き換え，またこのうち英雄倫理は，破滅
型の偶像崇拝的英雄主義ではなく，恐るべきほど柔和な，完全な愛の姿を見た
ものの英雄主義つまりイエスの英雄主義に注目しているようである18)。
7) 4つの基本的目標の関数としての＜総利益＞の提案および厚生経済学的
アプローチ最優先の思考 ボウルディングは『原理』 「日本語版への序文」
(1960)にいたって，はじめて基本的目標の4つの次元を 1つの次元に還元す
る手段として， 「仮説的な＜効用＞すなわち 4つの基本的目標の関数として表
わされる＜総利益＞」を提唱している。そして「4つの目標のうちの 1つをさ
らに追求して得られる利益が，もはや他の 1つないしそれ以上の目標から退く
ことになる損失をつぐなうに足りないと感ずる点において総利益は極大化し，
理想的な経済政策が達成されたことになる，」 と考えるのである。 もとよりボ
14) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, p. vi. 内田忠夫監修，海老
原武邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， ivページ。
15) Boulding, op. cit., p. 434. 前掲邦訳， 391ペー ジ。
16) K. E. Boulding, The Skills of the Economist, 1958, pp. 179, 189. 桜井欣一郎，桜
井美智子共訳「経済学ーその領域r方法ー』 (1964)東洋経済新報社， 168, 179-180 
ページ。
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ウルディングは， 「ある目標を拡大することの利益が他面における損失を償い
うるかどうかの決定は， 1つの複雑な政治過程の問題である，」と補足を加えて
いる。1'1)
ところで，この「日本語版への序文」 (1960)での，ボウルディングの＜総利
益＞の提唱は，『原理」 (1958)のなかでの， 4つの基本的目標の，事実上の単
ーの経済的目標への還元化を始めて一般厚生関数の視点から明解に理論づけし
たことを意味する。すなわち総利益の意味内容および尺度は，そこではマクロ
的フロー支配の，＜絶えざる極大所得成長＞であり，そしてまた，こうしたア
プローチは基本的諸目標の最適化を志向するものである。このことは，ボウル
ディングが経済政策の 1つの基準として， 「安定， 正義および自由を社会的に
受容しうるある最低水準以下に引き下げないという制約の下で進歩を極大化す
べし，」という考え方を明示し，さらには，「成長率こそ，社会が希少性（したが
って経済学）が人間生活の主要問題ではなくなる，ゆたかな社会への転換に成功
するか，それとも混乱と混沌に落ち込んでしまうかを決定するものである，」
と断言していることからも推察できるであろう。18)
なお補足的ではあるが，『原理』と同年に刊行された『経済学者の技能』 (1958)
のなかでは，ボウルディングは，機会関数ないし事実判断と選好関数ないし価
値判断とのあいだの混同が避けられ，科学により機会関数についての不確実性
が減少すれば，選好関数どおしの収敏は起りやすくなり，このことが社会の内
部の結合性を高める， と指摘し19), 選好関数ないし価値判断の収敏過程の限
界分析が政策一般および基本的諸目標いずれの最適化の検出にも役立ちうる，
ことを示唆している。
17) K.E. ボウルディング「『経済政策原理」日本語版への序文」内田忠夫監修，海老原武
邦他訳『経済政策の原理」 (1960)東洋経済新報社， viページ。
18) 前掲邦訳， vi—viii ページ。
19) K. E. Boulding, The Skills of the Economist, 1958, pp. 163,165,169. 桜井欣一郎．
桜井美智子共訳「経済学一その領域と方法ー』 (1964)東洋経済新報社,154,156,159 
ページn
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6 
結びにかえて，先ず， ボウルディングの，『原理」での政策体系と基本的目
標の意義と，その限界を，総合的に要約すれば次のごとくである。 (1)ボウルデ
ィングの，『原理」での政策体系は， 自由のコストの低減と補完的なかたちで
の，経済的進歩による経済的余剰の増大を通しての貧困の廃止さらには生活水
準ないし福祉の向上を，カテゴリーと評価指標の最適な組合わせを織り込んで
4つの基本的目標でもって捉えることにより，政策論の実践性と客観性の整合
的バランス，端的にいえば一般化を保持しようと意図して編成されたものであ
る。方法論としては，基本的目標を通しての政策論の一般化は，確かに 1つの
正しい展開プロセスであるし，その限りにおいては現代アメリカ経済政策論の
展開に占めるその意義は大きい。 (2)だが問題は，ボウルディングの，『原理」
での政策体系の中味が，あらゆる政策を正しく方向づけ，またいかなる場合で
も，最適な政策を合理的に検出しうるか，そしてその際の基本的目標はすべて
の政策の効果を正確に記録しうるかどうか，つまりそのカテゴリーと評価指標
が共に十全であるかどうかということにある。 (3)先ず政策体系を構成する理論
面に関していえば，生態学的，組織論的および倫理的アプローチが，さらには
浴槽の定理，等の展開が断片的にみうけられはするが，それはせいぜい問題提
起ないしは特殊問題の領域にすぎず，体系全体を通しては政策一般の最適化を
パレート最適の視点から捉えていること，および基本的目標の展開をマクロ的
なフロー中心のケインズ的アプローチから捉えていることが特徴的である。だ
が，理論的よりどころとなるはずの，パレート最適にしても，その命題の妥当
範囲が極めて非現実的な完全競争市場であり，それもそこでは資源，技術はも
とより所得分配を所与とした交換システムのみによる資源配分の静態的効率が
問題にされるだけであるし，また現実の市場機構の作用を直視せるケインズ的
アプローチも，各経済主体間の資産，所得についての硬直的な制度的分配の問
320 
「経済政策原理」の体系と基本的目標の位置づけ（守谷） 669 
題には無関心であり， 1)そのうえ，これまでの「カウボーイ経済」 （開いた経済）
に代わる「宇宙飛行士」経済（未来の閉じた経済） 2)における経済成長過程で
の，市場機構＝交換システムの機能による解決の枠を越えた多様な副作用に対
する処方ないし競合する他の諸価値との調整，等の問題領域をほとんど扱いえ
ない，などの理論的限界を内蔵している。したがって政策体系の中味は，一部
にその煎芽があり若干の関心が示されているものの，概して，外部不経済ない
し環境問題，贈与経済ないしシステム，物的，人的資源ないしストック問題，
循環的技術の開発問題，市場構造，産業構造，産業組織，産業立地，機会の均
等の問題，消費の効率および消費者利益の問題，等を欠いた部分システムであ
り，全体からみて最適であるとはいえない。このうちストックの問題について
は，『原理」以前の指摘がほとんど拒絶ないし無視されている。（尤もボウルディ
ングの場合，消費最適率のマクロ的視点からのアプローチの一端がもっとも窺われるのは
後述のように「原理」 (1958)である。）したがってボウルディングの，『原理」での
政策体系は，理論上も実践上も，政策の正しい方向づけ，および最適の政策の
検出を行なう資格を喪失しているといえる。 (4)基本的目標に関していえば，ヵ
テゴリーと評価指標の最適な組合わせは，後者にウエイトがおかれすぎ，その
ため極めて狭義のマクロ的フロー支配の目標にそれぞれ成り果てている。これ
は主として動態的プロセスでのケインズ的な経済成長優先のアプローチの帰結
である。そしてその結果として，経済的正義と経済的自由の 2つの次元が，経
済的進歩優先の，そして経済的安定によって補強された＜絶えざる極大所得成
長＞に事実上，還元されているのである。 1960年の「日本語版への序文」での
＜総利益＞の提唱によって「原理」での基本的諸目標は始めて一般厚生関数の
1)妙見孟「最適体制論」宮沢，新野，斎藤共編「現代経済体制論」 (1973)有斐閣， 273
-274ペー ジ参照。
2) Cf. K. E. Boulding, The Economics of the Coming Spaceship~arth, 1966 in 
Beyond Economics, 1968, p. 281. 公文俊平訳「経済学を超えて」 (1970)竹内書店，
278ペー ジ参照。
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視点からの最適化が試みられたわけであるが，これは部分的最適化にすぎず，
かえって諸問題を，あとに累積させたといえる。
ところで「原理」以前における，異端的な，かつ多元的な方向での政策論の
一般化への理論的潮流のうち，『原理」では1960年の「日本語版への序文」も
加えて辛うじて「厚生経済学的視点から，倫理問題に関する関心の高まりと，
パレート最適と一般厚生関数の総合」を追求しているにすぎず，資本ストック
重視の捉え方，統合への衝動，正統派経済学に対する不満，等は全般的にみて
欠落しておるか，これに否定的であり，その意味では，く異端＞と＜ュニーク
さ＞を事実上，返上しているのである。
さらに冒頭の部分でふれた，政策体系およびそのなかでの基本的目標の展開
についての関心のある 5つのテーマ，すなわち (i)ストックとフローの関
係， (ii)経済的，社会的動学理論の展開， (ii)政策問題， (iv)経済学を超
えて， (v)贈与経済，のうち，『原理」では概して前3者のテーマ，それもフ
ロー概念を通しての体系化がすべてであり，後の 2者については，第15章「戦
争と平和の経済学」，第17章「ユートビアヘ—そしてそのかなたへ」を除い
ては，その片鱗すら窺いえなかったという意味で，先の，ストックの問題と並
んで理論的取組が欠落し，ないしは不十分であったといわざるをえない。
したがって問題は，先ずこれらの理論的取組の欠落し，不十分であったテー
マを，『原理』以降においては，どのようなアプローチで，『原理』での政策体
系および基本的目標のなかに織り込み，これを再構成，再構築していくか，と
いうことにある。いま『原理」以降において，そうした動きを可能にさせたい
くつかの理論上および思考上の転換を，ボウルディングの著書，論文の遂ー照
合をふまえて挙げるなら，次のように整理できるであろう。 (i)既存の厚生
経済学とりわけパレート最適思考からの決定的な離陸。 (ii)宇宙船地球号な
いし循環的生態系思考の登場。 (ii)ストック支配の復活，支配と，福祉指標
としてのフローGNPの不適合の問題。 (iv) 贈与経済 (the•grants economy•) 
の役割の増大と，その最適の大きさと配分の検出およびその方向づけ。 (v)望
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ましき社会についての見方の変容。3) 『原理」以降においては， この理論上お
よび思考上の転換と並行して，ボウルディングは，事実，経済的安定を除く 3
目標について，修正ないし再構築を断片的ではあるが試みている。そのなかで
目立った特徴は，基本的目標をストック支配のアプローチで一貫させようとし
ていること，ストック概念を底流とした最適思考，システム思考，累積的な社
会的学習，等の断片的な導入である。
『原理」以降において，さらに注目すべきは，ポウルディングが「21世紀の
政治」 (1972)のなかで，社会，経済，政治機構制度の最終目標 (the"goal") 
として，＜高い資質の人間の育成4)>という人的ストックないし精神的資本の
充実を掲げていることである。 この提案は，『原理」におけるフロー概念で統
ーされた 4つの基本的目標の関数としての＜総利益＞概念と対立するものであ
り，しかもこれまでの基本的目標を，これを達成する手段として，かつ中間目
標として規定づけるものである。
しかしボウルディングの『原理』以降における， これらアプローチの欠陥
は，基本的目標を，どのような価値観，社会像，システムのなかで捉えるべき
かが必ずしも統合的，明示的になされていないことからくる，あいまいさ，な
いし不整合性であり，また経済的厚生とGNPないし所得の投入産出の関係か
らすれば，『原理」以降におけるフローからストックヘの180° の， あまりに性
急な転換に相当，無理があることであり，さらには，所得介入現象の排除，公
正競争の維持，消費者利益，等の問題にふれないで，消費をすぺて悪とみなす
思考態度である。 これらのうち，最後の， 消費の価値に関する問題について
は，その善悪は，もとよりイデオロギー，体制，組織，等からの主観的，絶対
3)詳細な展開については，筆者の論文（英文） On Prof. Boulding's Primary Objec-
tives of Economic Policy-Development and it's Meanings in Kansai Univer-
sity R印 iewof Economics a叫 Business,vol. 2, no. 1, Dec. 1973を参照。
4)ケネス ・E・ポウルディング「変革をどううけとめるか』 (1972)日本放送出版協会，
p. 95. 
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的原理で判断されてはならず，成果とコストによる客観的かつ明示的な判断に
よってなされねばならないが，この意味においては，ポウルディングの場合，
「原理」での展開の方が，他に比べると，まだしも前進的である。何故なら，
「原理」においては， ストックの堆積率との関係のほか，所得分配の関係か
ら，良き消費を選択しようとしているからである5)。
最後に， 以上の総括としての，『原理」における一般経済政策論の＜一般＞
という意味の質的，構造的規定をし，次いであるべき＜一般＞の方向性を示唆
しておこう。『原理』においての一般経済政策論は， 基本的目標を通し，政策
の体系化を試みた点においては，また体制，時代，環境，等から自由である点
においては，さらに体制，制度，組織およびイデオロギーの目的化を除去し，
5) 「消費をすべて悪とみ，価値を認めないか，それとも条件つきで価値を認めるか」に
ついては，浴槽の定理はその性質上，判断を下だしえない。この問いに対して，ボウ
ルディングは，『原理』以前，『原理」では，ストックの堆積が現在の技術水準と照ら
して低水準とはいえないときは，消費は美徳であると判断し， さらに「原理」ではこ
れに加うるに，消費が少数の支配階級に握られる場合，それは進歩の成果の浪費に直
結すると考えているように，条件つきでその価値を是認している。これに対し， 『原
理」以降では，たとえば『科学としての経済学』 (1970)では，宇宙船経済 (thesp-
aceship economy)の視点から「消費の節約は人間の厚生を増加させる」 と主張し，
「GNPをもてあそぶ」 (1970)では，メタポリズム即腐敗の観点から，「消費は悪で
ある。善ではない。」と判決を下だし，さらに『ボウルディング論文集』第1巻の序
文 (1971)では，「高度の消費経済は地球を涸渇させ，汚染させつつある。」と警告し
ているように， 概して消費をすべて悪とみなすか， その節約だけに価値を認めてい
る。 (Cf.K.E. Boulding, The Economics of Peace, 1945, p.92. 永田清訳「平和の
経済学」 (1949)好学社， 105ペー ジ参照。 Cf.K.E. _Boulding, Principles of Econ-
omic Policy, 1958, pp. 34, 43. 内田忠夫監修， 海老原武邦他訳『経済政策の原理」
(1960)東洋経済新報社， 34,43ペー ジ参照。 Cf.,K. E. Boulding, Economics as a 
Science, 1970, p. 45. 清水幾太郎訳「科学としての経済学」 (1971)日本経済新聞社，
62ベージ参照。 Cf.K. E. Boulding, Fun and Games with the Gross National 
Product-The Role of Misleading Indicators in Social Policy in The Enviro-
nmental Crisis ed. by H.W. Helfrich, Jr, 1970, p.161: 川口正吉訳「環境の危機」
(1971)産業能率短期大学出版部， 263ペー ジ参照。 Cf.K.E. Boulding, Introduction 
in Kenneth E. Boulding Collected Papers, vol. 1 ed. by F. R. Glahe, 1971, p. ix. 
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これに関連して善悪の絶対的原理を排除し，成果とコストを判定の基準とした
点においては，＜一般＞という名に値する。だが，先にもふれたように，政策
体系の部分システムおよび基本的目標の部分的最適化にとどまったとい．う点で
は，＜一般＞からほど遠く，むしろ＜特殊＞なのである。
そこで稿を閉じるに際して，あるべき＜一般＞の方向性を示唆的に記してお
こう。宇宙船地球号時代ないし循環的生態系の社会における基本的目標は，工
ネルギー資源の保存・開拓， 環境の維持・改善， 循環的技術の開発， 最適人
口，等を絶えず指向するなかで，グローバルな福祉への忠誠に殉ずるもの，す
なわち，すべての貧困の廃止と機会の均等を指向し，ボウルディングのいう，
＜高い資質の人間の育成＞に貢献し，ウイリス・ハーマンの提唱する＜人間査
本主義6)>つまり， レベルのもっとも高い文化価値による評価・測定をパス
し，不必要で不可避的なコストのかからない紛争解決志向的なものでなければ
ならない。 （もとより，これは， 自己の所属する選択社会一ー構成員の優れた資質およ
び創造性を生かさせ，プライバシーを維持し，アイデンテイティの選択を可能にさせる社
会ーーでの忠誠を認めるものである。ただこうした個人，家庭，組織，制度，等における
忠誠が，よりグローバルな忠誠のなかに位置づけられねばならないのである。） その枠
のなかにおいて， 1人当たりの善き，安全な消費の増大を志向し，所得介入現
象を排除し，公正な競争を維持し，経済的厚生とGNPの格差を絶えず小さく
させるような消費の効率およびその質的，構造的改善を含み，フロー，ストッ
ク（ないし資産）両面および個人的，社会的両レベルにわたる，消費者（生活者）
の側からの多元的な＜消費最適率＞の検出が，そしてそれを維持しうる成長最
適率，さらにはこれを可能にする最適産業構造7) • 組織・立地のそれぞれの検
6)ウイリス・ハーマン「人間的資本主義の提唱」林雄二郎， ウイリス・ハーマン共編
『人間的資本主義」サイマル出版会， 1972,16ペー ジ参照。
7)ここでいう産業構造とは，コーリン・クラーク流の第1次，第2次，第3次といった
従業員比率等の推移による，生産者の側からのGNP指向の産業区分ではなく，個人
的，社会的ニーズの多様化，個性化の要請に即応し， GNPの増大を生活の質 (qua-
lity of life)の向上に結びつけうる， 消費者（生活者）の側からの， 正しき生活構
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出が，消費者利益の視点から，そして生産者（賃銀取得者も含む）のための機会
の（選択，移動の自由）絶えざる拡大化の視点から，基本的に不可欠になってく
るのである。
消費を，こうした，善き，安全な範囲のものに限定するなら，当然，消費の
フロー，ストック両面さらには個人的，社会的両レベルにわたる福祉効果ない
て寄与率の問題が注目されてくるであろう。要するに，人間福祉の真の尺度
は，「フローかストックか」ではなく，「フローもストックも」なのである。こ
うした視点に立てば，交換経済と贈与経済の最適な組合わせのなかで公正競争
を維持し，報奨制度を取り入れながら，同時に自由のコストを極小化するよう
な方向での諸制度と諸政策の修正ないし改革が政策作成者にとって必要となる
であろう。したがって，私見をふまえてのボウルディング的視点からの，ある
べき政策体系および基本的目標の今後の理論的課題は，グローバルなものへの
忠誠およびこれに関連しての普逼性の高い多元的な消費最適率を中心とした知
識主導型の思考を，ボウルディングの政策体系およびこれに関連しての相対的
限界評価型の基本的目標に，どのように，整合的に，実効的に，明示的に，そ
して統合的に組み入れるかということであろう。これこそ，真の基本的目標再
構策の今日的課題であり， さらにそれらを通しての，一般経済政策論の<-
般＞の意味についての正しき理解なのである。
造，生活行動，生活効果志向の新しい型のライフスタイル産業を中心に再構成される
産業構造である。（川勝久『ニュー・ライフスタイル社会への発想法」 (1973)誠文堂
新光社， 24-26,40-42, 56-57ページ参照。）
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